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(57)【要約】
【課題】通常時よりも高値で取引可能な商品を検出する
パニック需要検出装置及びパニック需要検出方法を提供
すること。
【解決手段】パニック需要検出装置（１）は、商品の在
庫数を商品販売サイト（２）から収集する在庫状況収集
手段（１１１）と、収集した在庫数が少ないほど、商品
の欠品度が高いことを示す欠品スコアを算出する欠品ス
コア算出手段（１１２）と、商品の関連語を当該商品を
検索する商品検索クエリ群として特定する検索クエリ群
特定手段（１２１）と、検索クエリログを参照し、商品
検索クエリ群の出現数が多いほど、当該商品の注目度が
高いことを示す検索スコアを算出する検索スコア算出手
段（１２２）と、検索スコアが、欠品スコアの値毎に定
められた値以上である場合に、当該商品が所定程度以上
の需要超過状態となっていると判定するパニック需要判
定手段（１４１）と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の商品の在庫数を商品販売サイトから収集する在庫状況収集手段と、
　前記在庫状況収集手段が収集した前記在庫数が少ないほど、前記所定の商品の欠品度が
高いことを示す欠品スコアを算出する欠品スコア算出手段と、
　前記所定の商品の関連語を当該商品を検索する商品検索クエリ群として特定する検索ク
エリ群特定手段と、
　検索クエリログを参照し、前記検索クエリ群特定手段が特定した前記商品検索クエリ群
の出現数が多いほど、前記所定の商品の注目度が高いことを示す検索スコアを算出する検
索スコア算出手段と、
　前記検索スコア算出手段が算出した前記検索スコアが、前記欠品スコア算出手段が算出
した前記欠品スコアの値毎に定められた値以上である場合に、前記所定の商品が所定程度
以上の需要超過状態となっていると判定するパニック需要判定手段と、
　を備えるパニック需要検出装置。
【請求項２】
　前記パニック需要判定手段により前記所定程度以上の需要超過状態となっていると判定
された商品について、オークションへの出品を促す出品促進通知手段を備える請求項１に
記載のパニック需要検出装置。
【請求項３】
　前記商品販売サイトで商品を購入したユーザを識別する情報を収集する購入者収集手段
と、
　前記パニック需要判定手段により前記所定程度以上の需要超過状態となっていると判定
された商品を購入した前記ユーザに、オークションへの当該商品の出品を促す出品促進通
知手段と、
　を備える請求項１に記載のパニック需要検出装置。
【請求項４】
　前記欠品スコア算出手段は、所定数日分の前記在庫数の減少数が多いほど、前記欠品度
が高いことを示す前記欠品スコアを算出し、
　前記検索スコア算出手段は、所定数日分の前記出現数の増加割合が大きいほど、前記注
目度が高いことを示す前記検索スコアを算出する請求項１から３の何れか記載のパニック
需要検出装置。
【請求項５】
　コンピュータが実行するパニック需要検出方法であって、前記コンピュータが、
　所定の商品の在庫数を商品販売サイトから収集するステップと、
　収集した前記在庫数が少ないほど、前記所定の商品の欠品度が高いことを示す欠品スコ
アを算出するステップと、
　前記所定の商品の関連語を当該商品を検索する商品検索クエリ群として特定するステッ
プと、
　検索クエリログを参照し、特定した前記商品検索クエリ群の出現数が多いほど、前記所
定の商品の注目度が高いことを示す検索スコアを算出するステップと、
　前記検索スコアが、前記欠品スコアの値毎に定められた値以上である場合に、前記所定
の商品が所定程度以上の需要超過状態となっていると判定するステップと、
　を含むパニック需要検出方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、オークションサイトで通常時よりも高値で取引可能な商品を検出するパニッ
ク需要検出装置及びパニック需要検出方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、インターネットの普及に伴い、インターネット上のオークションが盛んに利用さ
れるようになってきている。インターネット上のオークションは、オークションサイトに
、商品情報、当該商品の品数、現在の最高入札金額、入札者数などの情報を掲載し、入札
者が現れるのを待つ。一般に、オークションはオークションの終了時刻の時点における最
高入札者が落札できる。
【０００３】
　インターネット上のオークションを提供する企業は、オークションの利用を活発にする
ために、様々な手段を用いて出品を促進している。例えば、特許文献１には、所有してい
る商品に対する需要が存在することをユーザに知らせることで、オークションへの出品を
促進するオークションシステムが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２６５７４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、例えば、一般市場において発行部数が十分ではなく予想外に売れた場合など
増刷されるまで時間がかかるような商品や、ＴＶで取り上げられたことなどによって急激
に人気が出たような商品は、一時的な在庫切れなどによってユーザへの供給が十分に行わ
れない場合がある。このような場合、インターネット上のオークションにおいて当該商品
が一時的に通常時よりも高値で落札されることがある。オークションに商品を出品するユ
ーザにとってみれば、同じように商品を出品するのであれば通常時よりも高値で落札され
ることを望む。
【０００６】
　この点、従来のオークションシステムは、ユーザは、単に需要が存在することのみを知
ることができるだけであり、通常時よりも高値で落札される期間であるか否かを知ること
はできなかった。そのため、このような期間に商品を出品するためには、常に市場を監視
していなければならず、ユーザには非常に大きな負担が要求されていた。
【０００７】
　本発明は、このような問題に鑑みてなされたものであり、通常時よりも高値で取引可能
な商品を検出するパニック需要検出装置及びパニック需要検出方法を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、具体的には以下の手段を備える。
　なお、以下において、「パニック需要」とは、例えば、ある商品についての需要量が供
給量を所定以上上回ることなどにより、所定程度以上の需要超過状態とするような需要を
いい、このような所定程度以上の需要超過状態で当該商品をオークションに出品した場合
には通常時よりも高値での取引を期待することができる。
【０００９】
　（１）　所定の商品の在庫数を商品販売サイトから収集する在庫状況収集手段と、前記
在庫状況収集手段が収集した前記在庫数が少ないほど、前記所定の商品の欠品度が高いこ
とを示す欠品スコアを算出する欠品スコア算出手段と、前記所定の商品の関連語を当該商
品を検索する商品検索クエリ群として特定する検索クエリ群特定手段と、検索クエリログ
を参照し、前記検索クエリ群特定手段が特定した前記商品検索クエリ群の出現数が多いほ
ど、前記所定の商品の注目度が高いことを示す検索スコアを算出する検索スコア算出手段
と、前記検索スコア算出手段が算出した前記検索スコアが、前記欠品スコア算出手段が算
出した前記欠品スコアの値毎に定められた値以上である場合に、前記所定の商品が所定程
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度以上の需要超過状態となっていると判定するパニック需要判定手段と、を備えるパニッ
ク需要検出装置。
【００１０】
　（１）のパニック需要検出装置によれば、商品販売サイトから収集した商品の在庫数か
ら、当該商品の欠品度を示す欠品スコアを算出するとともに、検索ログを参照して当該商
品の商品検索クエリ群から当該商品の注目度を示す検索スコアを算出する。そして、欠品
スコアの値毎に定められた値以上の検索スコアである場合に、当該商品が所定程度以上の
需要超過状態となっていると判定する。
　これにより、所定程度以上の需要超過状態となっている商品、すなわち、通常時よりも
高値で取引可能な商品を検出することができる。特に、商品販売サイトの在庫数や検索ロ
グから算出したスコアに基づいて所定程度以上の需要超過状態となっているか否かを判定
しているため、ユーザのアクション（商品を望むか否かといったアンケートへの返答など
）を介することなく所定程度以上の需要超過状態となっているか否かの判定を行うことが
できる。
【００１１】
　（２）　前記パニック需要判定手段により前記所定程度以上の需要超過状態となってい
ると判定された商品について、オークションへの出品を促す出品促進通知手段を備える（
１）に記載のパニック需要検出装置。
【００１２】
　（２）のパニック需要検出装置によれば、通常時よりも高値で取引可能な商品のオーク
ションへの出品を促すことができる。
【００１３】
　（３）　前記商品販売サイトで商品を購入したユーザを識別する情報を収集する購入者
収集手段と、前記パニック需要判定手段により前記所定程度以上の需要超過状態となって
いると判定された商品を購入した前記ユーザに、オークションへの当該商品の出品を促す
出品促進通知手段と、を備える（１）に記載のパニック需要検出装置。
【００１４】
　（３）のパニック需要検出装置によれば、実際に商品を所有するユーザに限り、オーク
ションへの商品の出品を促すことができる。
【００１５】
　（４）　前記欠品スコア算出手段は、所定数日分の前記在庫数の減少数が多いほど、前
記欠品度が高いことを示す前記欠品スコアを算出し、前記検索スコア算出手段は、所定数
日分の前記出現数の増加割合が大きいほど、前記注目度が高いことを示す前記検索スコア
を算出する（１）から（３）の何れか記載のパニック需要検出装置。
【００１６】
　（４）のパニック需要検出装置によれば、在庫数の変動を反映して欠品スコアを算出す
るため、商品の欠品度を適切に算出することができる。また、商品検索クエリ群の出現数
の変動を反映して検索スコアを算出するため、常時注目度が高い商品と、急激に注目度が
高まった商品とを区別することができる。これにより、パニック需要が生じている商品を
より適切に検出することができる。
【００１７】
　（５）　コンピュータが実行するパニック需要検出方法であって、前記コンピュータが
、所定の商品の在庫数を商品販売サイトから収集するステップと、収集した前記在庫数が
少ないほど、前記所定の商品の欠品度が高いことを示す欠品スコアを算出するステップと
、前記所定の商品の関連語を当該商品を検索する商品検索クエリ群として特定するステッ
プと、検索クエリログを参照し、特定した前記商品検索クエリ群の出現数が多いほど、前
記所定の商品の注目度が高いことを示す検索スコアを算出するステップと、前記検索スコ
アが、前記欠品スコアの値毎に定められた値以上である場合に、前記所定の商品が所定程
度以上の需要超過状態となっていると判定するステップと、を含むパニック需要検出方法
。
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【００１８】
　（５）のパニック需要検出方法によれば、（１）のパニック需要検出装置と同様の効果
を奏する。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、インターネット上のオークションで、通常よりも高値で取引可能な商
品を検出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明のパニック需要検出装置の構成を示す図である。
【図２】商品情報ＤＢを示す図である。
【図３】検索ログＤＢを示す図である。
【図４】スコアＤＢを示す図である。
【図５】パニック需要が生じているか否かの基準を示す図である。
【図６】パニック需要検出装置の処理の流れを示すフローチャートである。
【図７】各種ＤＢの変形実施形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【００２２】
［パニック需要検出装置１の構成］
　初めに、図１を参照して本発明のパニック需要検出装置１について説明する。
　パニック需要検出装置１は、商品販売サイト２及びユーザ端末３と通信可能に接続され
、欠品スコア算出部１１と、検索スコア算出部１２と、記憶部１３と、レコメンド部１４
と、を含んで構成される。
【００２３】
　欠品スコア算出部１１は、商品販売サイト２から商品の販売状況を収集し、当該商品の
欠品度を示す欠品スコアを算出するため、在庫状況収集手段１１１と、欠品スコア算出手
段１１２と、を含む。
　なお、商品販売サイト２は、インターネット上に存在するショッピングサイト及びオー
クションサイトを含む。また、商品の欠品度（欠品スコア）は、商品販売サイト２内で供
給される商品が十分な量であるか否かを示す度合いである。本実施形態では、欠品スコア
が高いほど商品販売サイト２内での商品供給量が不足気味であることを意味し、欠品スコ
アが低いほど、商品供給量が十分であることを意味することとしている。
【００２４】
　在庫状況収集手段１１１は、任意のタイミングで商品販売サイト２にアクセスし、商品
販売サイト２で流通する商品の在庫数を含む在庫状況を収集し、収集した在庫状況を記憶
部１３の商品情報ＤＢ１３１に記憶する。
　ここで、図２を参照して、商品情報ＤＢ１３１について説明する。商品情報ＤＢ１３１
は、商品を識別する商品ＩＤに対応付けて、商品販売サイト２（ショッピングサイト）内
における当該商品の在庫数、商品販売サイト２（ショッピングサイト）内における当該商
品の入荷情報、商品販売サイト２（ショッピングサイト）内における当該商品の販売数、
及び商品販売サイト２（オークションサイト）内における当該商品の出品数などの情報を
記憶する。ここで、入荷情報には、商品の入荷予定日、入荷期間及び入荷予定数などの情
報が含まれる。
　在庫状況収集手段１１１は、これら在庫数、入荷情報、販売数、出品数などを含む在庫
状況を商品販売サイト２から収集し、商品情報ＤＢ１３１に記憶する。
【００２５】
　欠品スコア算出手段１１２は、商品情報ＤＢ１３１に記憶された在庫状況から商品の欠
品度を示す欠品スコアを商品毎に算出する。



(6) JP 2012-108792 A 2012.6.7

10

20

30

40

50

　ここで、欠品スコアの算出は、任意の方法で行うことができ、例えば、在庫数が少ない
ほど欠品スコアを高くし（供給少）、在庫数が多いほど欠品スコアを低く（供給多）する
ことができる。なお、欠品スコアの算出には、在庫数だけでなく在庫状況に含まれる入荷
情報、販売数、出品数などの各種情報を用いるとより好適である。
【００２６】
　例えば、入荷情報の入荷予定日が近い場合には、商品の在庫数が早急に増加することが
予測されるため欠品スコアを低くしてもよく、逆に入荷予定日が遠い場合には、商品の在
庫数の増加が期待できないため欠品スコアを高くしてもよい。同様に、入荷情報の入荷期
間が短い場合には、商品の在庫数が短期間で増加することが予測されるため欠品スコアを
低くし、逆に入荷期間が長い場合には、商品の在庫数の増加が期待できないため欠品スコ
アを高くしてもよい。また、入荷情報の入荷数が多い場合には、入荷予定日に商品の在庫
数が大きく増大することが予測されるため欠品スコアを低くし、逆に入荷数が少ない場合
には、入荷予定日になっても商品の在庫数があまり増加しないため欠品スコアを高くして
もよい。
　また、商品の販売数が少ない場合には、商品の在庫数が少ない場合であっても在庫切れ
になる可能性が低いため欠品スコアを低くし、逆に商品の販売数が多い場合には、在庫切
れになる可能性が高いため欠品スコアを高くしてもよい。
　また、オークションへの出品数が多い場合には、新たに当該商品を出品したとしても高
い価格での落札の期待が小さいため欠品スコアを低くし、逆にオークションへの出品数が
少ない場合には、高い価格での落札の期待が高まるため欠品スコアを高くしてもよい。
【００２７】
　図２を参照して、商品「○○」は、在庫数が「１」であり、商品「××」の在庫数「３
」よりも少ないが、入荷予定日が近く、販売数も少なく、また、オークションへ多数出品
されている。一方、商品ＩＤ「××」は、在庫数は商品ＩＤ「○○」よりも多いが、入荷
予定日が遠く、販売数も多く、また、オークションへあまり出品されていない。そのため
、本実施形態の欠品スコア算出手段１１２では、商品「○○」（欠品スコア「１００」）
よりも商品「××」（欠品スコア「３００」）の方に高い欠品スコアを算出している（図
４）。
　欠品スコア算出手段１１２は、商品毎の欠品スコアを算出すると、算出した欠品スコア
を記憶部１３のスコアＤＢ１３３（図４）に記憶する。
【００２８】
　図１に戻り、検索スコア算出部１２は、検索ログから商品の注目度を示す検索スコアを
算出するため、検索クエリ群特定手段１２１と、検索スコア算出手段１２２と、を含む。
　なお、商品の注目度（検索スコア）は、インターネット上での商品の関心の度合いを示
し、本実施形態では、検索スコアが高いほどユーザの関心の高い商品（需要が高いと予測
される商品）であることを意味し、検索スコアが低いほどユーザの関心の低い商品（需要
が低いと予測される商品）であることを意味することとしている。
【００２９】
　検索クエリ群特定手段１２１は、商品に関連付けられた単語（関連語）を当該商品を検
索するための商品検索クエリとして特定する。なお、商品の関連語は、商品毎に予め定め
られていてもよく、また、記憶部１３の検索ログＤＢ１３２に記憶された検索ログから特
定することとしてもよい。
　ここで、図３を参照して、検索ログＤＢ１３２について説明する。検索ログＤＢ１３２
は、検索ログに対応付けて、当該検索ログによる検索結果、当該検索ログによる検索回数
（入力回数）、及び当該検索ログを入力したユニークユーザ数などの情報を記憶する。こ
こで、検索結果には、検索クエリに基づきヒットするホームページ及び当該ホームページ
の１又は複数の特徴語などの情報が含まれる。
【００３０】
　検索ログＤＢ１３２のデータ１３２Ａを参照して、検索クエリ群特定手段１２１による
検索ログに基づく関連語の特定方法の一例について説明する。
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　データ１３２Ａに示すように、商品「○○」の商品名である検索クエリ「○○」は、「
ＨＰ１」「ＨＰ２」などのホームページがヒットする検索クエリである。このとき、「Ｈ
Ｐ１」の特徴語は「特徴語Ａ」であり、「ＨＰ２」の特徴語は「特徴語Ｂ」である。検索
クエリ群特定手段１２１は、商品名「○○」に加え、例えば、商品名を検索クエリとして
ヒットしたホームページの特徴語を、当該商品の関連語として特定する。その結果、商品
「○○」については、「○○」に加え「特徴語Ａ」「特徴語Ｂ」などが関連語として特定
され、関連語として特定された「○○」「特徴語Ａ」「特徴語Ｂ」などが商品「○○」を
検索するための検索クエリ群として特定される。同様に、商品「××」を検索するための
検索クエリ群として、「××」「特徴語Ｃ」「特徴語Ｄ」などが特定される。
【００３１】
　図１に戻り、検索スコア算出手段１２２は、検索ログＤＢ１３２の検索ログを参照し、
商品毎に特定された商品検索クエリ群に基づいて対応する商品の注目度を示す検索スコア
を算出する。
　ここで、検索スコアの算出は、任意の方法で行うことができ、例えば、商品検索クエリ
群の入力回数が多いほど検索スコアを高くし（需要多）、商品検索クエリ群の入力回数が
少ないほど検索スコアを低く（需要少）することができる。なお、同一ユーザにより同一
の検索クエリが複数回入力される場合もあるため、検索スコアの算出には、入力回数だけ
でなく、検索クエリを入力したユニークユーザ数などの各種情報を用いることとしてもよ
い。
【００３２】
　図３のデータ１３２Ｂを参照して、商品「○○」の商品検索クエリ群である「特徴語Ａ
」及び「特徴語Ｂ」の入力回数は「２００回」であり、そのユニークユーザ数は「６０人
」である。一方、商品「××」の商品検索クエリ群である「特徴語Ｃ」及び「特徴語Ｄ」
の入力回数はそれぞれ「１０００回」及び「２００回」であり、そのユニークユーザ数は
それぞれ「８００人」及び「１８０人」である。
　そのため、商品「○○」の商品検索クエリ群の入力回数は、商品「××」の商品検索ク
エリ群の入力回数よりも少なく、また、商品「○○」の商品検索クエリ群は、商品「××
」の商品検索クエリ群に比べて同一のユーザが繰り返し入力していることが分かる。
　その結果、本実施形態の検索スコア算出手段１２２では、商品「○○」（検索スコア「
１００」）よりも商品「××」（検索スコア「５００」）の方に高い検索スコアを算出し
ている（図４）。
　検索スコア算出手段１２２は、商品毎の検索スコアを算出すると、算出した検索スコア
を記憶部１３のスコアＤＢ１３３（図４）に記憶する。
【００３３】
　なお、検索スコアの算出に際し、検索結果としてヒットするホームページの数などを参
照することとしてもよい。ユーザの関心の高い商品は、個人のホームページ（例えば、ブ
ログ）で紹介されることがあり、また、個人のホームページで紹介されたことを契機とし
て当該商品に対するユーザの関心が高まることがある。そのため、商品名を検索クエリと
してヒットしたホームページの数が多いほど当該商品の検索スコアを高くし、ヒットした
ホームページの数が少ないほど、当該商品の検索スコアを低くしてもよい。また、ヒット
したホームページに占める個人のホームページ（ブログ）の割合が多いほど当該商品の検
索スコアを高くし、割合が少ないほど当該商品の検索スコアを低くしてもよい。
【００３４】
　図１に戻り、記憶部１３は、各種情報を記憶するため、商品情報ＤＢ１３１と、検索ロ
グＤＢ１３２と、スコアＤＢ１３３と、を含む。
　ここで、スコアＤＢ１３３について、図４を参照して説明する。スコアＤＢ１３３は、
欠品スコア算出手段１１２が算出した欠品スコア及び検索スコア算出手段１２２が算出し
た検索スコアを、商品を識別する商品ＩＤに対応付けて記憶する。
　なお、商品情報ＤＢ１３１及び検索ログＤＢ１３２の構成は、前述の通りである。また
、各種ＤＢは、各種手段がアクセス可能であればよく、必ずしもパニック需要検出装置１
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の記憶部１３に格納されている必要はない。
【００３５】
　図１に戻り、レコメンド部１４は、算出した欠品スコア及び検索スコアからパニック需
要が生じている商品を特定し、当該商品の出品を促すため、パニック需要判定手段１４１
と、出品促進通知手段１４２と、を含む。
　ここで、パニック需要とは、所定程度以上の需要超過状態とするような需要をいい、例
えば、ある商品についての需要量が供給量を所定以上上回っていることなどにより生じる
。本発明は、検索スコアが示す注目度及び欠品スコアが示す欠品度からパニック需要（需
要超過）が生じているか否かを特定することとしている。
【００３６】
　パニック需要判定手段１４１は、欠品スコア算出手段１１２が算出した欠品スコアと検
索スコア算出手段１２２が算出した検索スコアとに基づいて、商品についてパニック需要
が生じているか否かを判定する。
　図５を参照して、パニック需要判定手段１４１によるパニック需要の判定について具体
的に説明する。パニック需要であるか否かは、欠品スコアの値毎に定められた値以上の検
索スコアであるか否かに基づいて行われる。図５では、パニック需要判定線４０よりも上
方に位置する商品がパニック需要が生じている商品であり、下方に位置する商品がパニッ
ク需要が生じていない商品であると判定される。その結果、商品ＩＤ「Ａ０１」の商品「
○○」は、パニック需要が生じていないと判定され、商品ＩＤ「Ａ０２」の商品「××」
は、パニック需要が生じていると判定される。なお、パニック需要であるか否かを判定す
るためのパニック需要判定線４０は、管理者が任意に設定することができる。
【００３７】
　出品促進通知手段１４２は、パニック需要判定手段１４１によりパニック需要が生じて
いると判定された商品の出品を促すための通知をユーザ端末３に対して行う。
　なお、商品の出品を促すための通知は、例えば、オークションサイトのトップページに
「商品「××」にパニック需要が生じています。」などといった表示をすることで、全て
のユーザに対して行うことができる。
【００３８】
　また、通知は、全てのユーザではなく、限られたユーザのみに対して行うこととしても
よい。限られたユーザは、商品販売サイト２でパニック需要が生じている商品を購入した
ことのあるユーザであってもよく、また、所定の会員登録がなされているユーザであって
もよく、商品を購入したことがあり所定の会員登録がなされているユーザであってもよい
。
　なお、商品販売サイト２で商品を購入したことのあるユーザに商品の出品を促すための
通知を行うため、パニック需要検出装置１は、商品販売サイト２で商品を購入したユーザ
を識別する情報を収集する購入者収集手段を備えることとしてもよい。このとき、ユーザ
を識別する情報には、ユーザ名やメールアドレスなどが少なくとも含まれる。そして、出
品促進通知手段１４２は、このユーザを識別する情報に基づいて、当該ユーザに商品の出
品を促すための通知（例えば、メール）を行う。
【００３９】
［パニック需要検出装置１のハードウェア構成］
　以上説明したパニック需要検出装置１のハードウェアは、一般的なコンピュータによっ
て構成することができる。一般的なコンピュータは、例えば、制御部として、中央処理装
置（ＣＰＵ）を備える他、記憶部として、メモリ（ＲＡＭ、ＲＯＭ）、ハードディスク（
ＨＤＤ）及び光ディスク（ＣＤ、ＤＶＤなど）を、ネットワーク通信装置として、各種有
線及び無線ＬＡＮ装置を、表示装置として、例えば、液晶ディスプレイ、プラズマディス
プレイなどの各種ディスプレイを、入力装置として、例えば、キーボード及びポインティ
ング・デバイス（マウス、トラッキングボールなど）を適宜備え、これらは、バスライン
により接続されている。このような一般的なコンピュータにおいて、ＣＰＵは、パニック
需要検出装置１を統括的に制御し、各種プログラムを適宜読み出して実行することにより
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、上述したハードウェアと協働し、本発明に係る各種機能を実現している。
【００４０】
［パニック需要検出装置１の処理］
　続いて、図６を参照して、パニック需要検出装置１の処理について説明する。
【００４１】
　Ｓ１：初めに、在庫状況収集手段１１１は、商品販売サイト２にアクセスし、商品販売
サイト２で流通する商品の在庫数を含む在庫状況を収集し、収集した在庫状況を記憶部１
３の商品情報ＤＢ１３１に記憶する。
　Ｓ２：続いて、欠品スコア算出手段１１２は、商品情報ＤＢ１３１に記憶された在庫状
況から商品の欠品度を示す欠品スコアを商品毎に算出し、算出した欠品スコアを記憶部１
３のスコアＤＢ１３３に記憶する。
【００４２】
　Ｓ３：また、検索クエリ群特定手段１２１は、商品の関連語を当該商品を検索するため
の商品検索クエリとして特定する。ここで、商品の関連語は、商品毎に予め定められてい
てもよく、また、記憶部１３の検索ログＤＢ１３２に記憶された検索ログから特定するこ
ととしてもよい。
　Ｓ４：続いて、検索スコア算出手段１２２は、検索ログＤＢ１３２の検索ログを参照し
、商品毎に特定された商品検索クエリ群に基づいて対応する商品の注目度を示す検索スコ
アを算出し、算出した検索スコアを記憶部１３のスコアＤＢ１３３に記憶する。
【００４３】
　Ｓ５：そして、パニック需要判定手段１４１は、Ｓ２で算出した欠品スコアとＳ４で算
出した検索スコアとに基づいて、商品についてパニック需要が生じているか否かを判定す
る。このとき、パニック需要が生じていない場合には、処理を終了する。
　Ｓ６：他方、Ｓ５でパニック需要が生じていると判定されると、出品促進通知手段１４
２は、当該商品の出品を促すための通知をユーザ端末３に対して行い、処理を終了する。
【００４４】
　本発明の構成に関する説明は以上である。
　このような本発明によれば、商品販売サイト２から収集した商品の在庫状況から、当該
商品の欠品度を示す欠品スコアを算出するとともに、検索ログを参照して当該商品の商品
検索クエリ群から商品の注目度を示す検索スコアを算出する。そして、欠品スコア及び検
索スコアから、パニック需要が生じている商品であるか否かを判定し、パニック需要が生
じている場合には、当該商品の出品を促す通知を行う。
　これにより、パニック需要検出装置１では、通常時よりも高値で取引可能な商品を検出
することができる。
【００４５】
　特に、本発明では、商品販売サイト２の在庫状況や検索ログから算出したスコアに基づ
いてパニック需要が生じているか否かを判定している。
　これにより、ユーザのアクション（商品を望むか否かといったアンケートへの返答など
）を介することなくパニック需要の判定を行うことができるとともに、パニック需要が生
じているか否かについて定量的な評価を行うことができる。
【００４６】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述した実施形態に限るもので
はない。また、本発明の実施形態に記載された効果は、本発明から生じる最も好適な効果
を列挙したに過ぎず、本発明による効果は、本発明の実施例に記載されたものに限定され
るものではない。
【００４７】
　例えば、欠品スコア及び検索スコアの算出に当たり、欠品度や注目度の変化の度合いを
加味することとしてもよい。
【００４８】
　図７（１）の商品情報ＤＢ１３１を参照して、欠品スコアの算出では、販売数（在庫数
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）の推移を加味すると好適な場合がある。すなわち、在庫数が少くても数日間続けて販売
数が極めて少ない商品は供給不足になる可能性が低く、他方、在庫数が多くても数日間続
けて販売数が多い商品は供給不足になる可能性が高い。そのため、数日間の販売数（在庫
数）の推移を欠品スコアに反映させることとしてもよい。
　例えば、図７（１）では、商品「○○」は、販売数が数日間連続して極めて少なく、商
品「××」は、販売数が数日間連続して多い。そのため、図７（３）のスコアＤＢ１３３
に示すように商品「○○」の欠品スコアは上記実施形態に比べて低く算出され（１００→
８０）、商品「××」の欠品スコアは上記実施形態に比べて高く算出されている（３００
→５００）。
【００４９】
　また、図７（２）の検索ログＤＢ１３２を参照して、検索スコアの算出では、入力回数
やユニークユーザ数の推移を加味すると好適な場合がある。すなわち、入力回数やユニー
クユーザ数が多くても減少傾向にある場合にはユーザの関心は薄れてきている可能性が高
く、入力回数やユニークユーザ数がそれほど多くなくても急激に増加している場合にはユ
ーザの関心が急激に高まっている可能性が高い。そのため、数日間の入力回数やユニーク
ユーザ数の推移、特に、入力回数やユニークユーザ数の増加割合を検索スコアに反映させ
ることとしてもよい。
　例えば、図７（２）では、商品「○○」は、入力回数やユニークユーザ数に変化がない
一方で、商品「××」は、入力回数やユニークユーザ数が急激に増加している。そのため
、図７（３）のスコアＤＢ１３３に示すように商品「○○」の検索スコアは上記実施形態
に比べて低く算出され（１００→８０）、商品「××」の欠品スコアは上記実施形態に比
べて高く算出されている（５００→８００）。
【００５０】
　このように、欠品度や注目度の変化の度合いを加味し、欠品スコア及び検索スコアを算
出しても、上記実施形態と同様にユーザのアクションを介することなく定量的にパニック
需要が生じているか否かを判定することができる。
【符号の説明】
【００５１】
　１　　パニック需要検出装置
　１１　欠品スコア算出部
　１１１　在庫状況収集手段
　１１２　欠品スコア算出手段
　１２　検索スコア算出部
　１２１　検索クエリ群特定手段
　１２２　検索スコア算出手段
　１３　記憶部
　１３１　商品情報ＤＢ
　１３２　検索ログＤＢ
　１３３　スコアＤＢ
　１４　レコメンド部
　１４１　パニック需要判定手段
　１４２　出品促進通知手段
　２　　商品販売サイト
　３　　ユーザ端末
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